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続『経理の危機』の乗り越え方
テクノロジー適用の具体策
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（前回の振返り）自社流に対する処方箋

処方箋としては、プロセスの可視化、標準プロセス・ベストプラクティスとの比較、業務分担
の見直し・機械化、業務の廃止、システム導入時の業務標準化があります

No 領域 原因 処方箋

1  プロセス 業務可視化の不足
経理・決算業務プロセスの可視化
 タスク/プロセスマイニングの活用が効果的

2  ルール ベンチマーク機会の不足
標準プロセス・ベストプラクティスとの比較
 転職者の知見や他社意見交換会も有益

3 人  メンバー間の役割分担と
連携の不足

業務分担の見直し・機械化
 連携や繰り返し作業は機械化が有効

4 組織 業務目的と付加価値定義の不足
 コンプライアンス・企業価値向上に貢献しない業務の廃止
 ベンチマークによる事実補完・補強が必要

5 システム  システム導入時の
業務標準化の不足

導入時の業務標準化
 システムに合わせた業務運用の変更が一定必要

業
務
可
視
化
が
前
提
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可視化された債務計上・支払いプロセス

1つのプロセスをA社・B社経理部・SSCで分業していること、紙資料・手作業が多いことが不
効率を発生させていることが考えられます

請求書到着 請求書照合 債務計上 支払申請 支払

A社

B社 経理部

SSC

金融機関

システム

紙 FAX・
PDF

開封・受信

紙 FAX・
PDF

開封・受信

会計システム

買掛金
明細

会計システム

紙 FAX・
PDF

支払依頼
入力

紙 FAX・
PDF

照合
問合 訂正

会計システム

支払
依頼書

支払
依頼書

COMPANY

支払依頼
入力

紙 FAX・
PDF

照合

紙 FAX・
PDF

支払
依頼書

支払処理

Firm
Banking

入金

押印・承認

Excel抽出 印刷

支払
依頼書

押印・承認

請求書到着 請求書照合 債務計上 支払申請 支払実施
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債務計上・支払いプロセスのあるべき姿

Ai-OCRによる請求書データ化、RPAによる自動照合化により、工数の大幅な削減が見込ま
れます

請求書到着 請求書照合 債務計上 支払申請 支払

SSC

銀行

システム

紙 FAX・
PDF

開封・受信

会計システム 会計システム

問合 訂正

会計システム 会計システム Firm
Banking

出金

自動照合

Ai-OCR Ai-OCR

テキスト化
データ取込

勘定科目
等承認

自動債務
計上

支払申請
自動作成

Ai-OCR Ai-OCR

支払
申請書

支払申請
承認

支払
自動実施

請求書到着 請求書照合 債務計上 支払申請 支払実施

 取引条件・請求書
はBPRが必要となる
可能性
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固定資産 債務 債権 一般会計 連結 開示数値

業
務
系
シ
ス
テ
ム

会計系システム

債務管理
システム

債権管理
システム

固定資産
システム

財務会計システム 連結決算
システム

開示
システム

固定資産 債務 債権

登録/変更
/仕訳投入
取得/除却

/売却

税務関連

アップロード 処理

消込み 消込み

一般会計

仕訳投入

売上・原価
調整

プ
ロ
セ
ス(

処
理)

在庫評価
・調整

経過勘定
処理

全社・部門
配賦調整

滞留
債権・債務

有価証券
評価・調整

税効果

借入金・
社債

引当金

デリバティブ

退職給付
人件費関連

連結

仕訳投入

資本連結
調整

成果連結
調整
連結C/F
調整

開示

数値入力

注記関連
数値

ア
ウ
ト

プ
ッ
ト

分
析
照
合
・

確
認

イ
ン
プ
ッ
ト

証憑/書類
入手

保管

証憑/書類
入手

保管

証憑/書類
入手

保管

証憑/書類
入手

保管

証憑/書類
入手

保管

証憑/書類
入手

保管

経理機能におけるあるべき姿

事
業
支
援
機
能*

事
業
管
理
機
能*

事業ポートフォリオ管理への情報提供(例)

投下資本・
C/F数値

ROIC算出と
要素分解

ドライバーと
KPI設定

事業リスクの
定量化

投資家との対話への情報提供(例) 企業価値向上のための全社活動への参画(例)

ビジネスモデル
/組織変革

M&A&D
/PMI

エクイティ
ファイナンス

ERP
導入/刷新

減損

M&A
/再編

資本コストの
算定・分析

非財務情報の
収集・開示

単体P/L・B/S分析とモニタリング 連結分析と
モニタリング

AI OCRの活用が見込まれる領域

RPA/その他アプリの活用が見込まれる領域

*…松田千恵子『グループ経営入門第4版』税務経理研究会、2019年
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ファーストアカウンティング社のニュースリリース（2021/7/7）

今後、ファーストアカウンティング社のサービス「Robota」とデロイトトーマツグループの提供
サービスを組み合わせた新たなサービスの開発・展開を予定しております

デロイト トーマツグループの関連サービス

https://www.fastaccounting.jp/news/20210707/6370/
https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/soluti
ons/or/dx-process-mining.html

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/risk/solutions/or/
processmining-digital-accounting-finance.html
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お問い合わせ先

デロイト トーマツグループの講演内容につきまして、ご質問・ご不明な点等ございましたら、
ご連絡いただけますと幸いです

デロイト トーマツリスクサービス株式会社 info_DTRS@tohmatsu.co.jp

【登壇者連絡先】

• 有限責任監査法人トーマツ
パートナー 松本淳 : jun.matsumoto@tohmatsu.co.jp

• 有限責任監査法人トーマツ／デロイト トーマツ リスクサービス 株式会社
パートナー 有川慶子 : keiko.arikawa@tohmatsu.co.jp
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